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　　　経営情報レポート
　　　　　社内・社外の意思疎通を高める！
　　　　　管理者のコミュニケーション力強化法
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＜実質成長率:2010年度3.3％、2011年度1.6％、2012年度1.9％を予想＞
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　2010年7-9月期のＧＤＰ2次速報は、設備投資、民間在庫の上方修正などから、実質ＧＤＰ成長率が1次速報の前期比0.9％（年率3.9％）から前期比1.1％（年率4.5％）へと上方修正された。
　ＧＤＰ2次速報の結果を受けて、11月に発表した経済見通しの改定を行った。実質ＧＤＰ成長率は2010年度が3.3％、2011年度が1.6％、2012年度が1.9％と予想する。成長率の遡及改定に伴い2009年度から2010年度へのゲタが上がったこと、2010年度前半の成長率が上方修正されたことを要因として、2010年度の見通しを0.6％上方修正した。


　2010年10-12月期は輸出の低迷が続く中、駆け込み需要の反動により個人消費が大きく落ち込むため、5四半期ぶりのマイナス成長がほぼ確実である。足もとの景気は足踏み状態にあるが、海外経済の回復や円高の是正に伴い輸出の伸びが高まること、反動減の影響一巡により個人消費が持ち直すことから、2011年1-3月期はプラス成長に復帰し、景気後退局面入りは回避されるだろう。
　直近の実質ＧＤＰはピーク時（2008年1-3月期）に比べると3％以上低い水準にある。実質ＧＤＰが元の水準に戻るのは2012年度末となるだろう。






政策金利の据え置き、資産買い取り残高も維持
　イングランド銀行（ＢＯＥ）は、８日、９日に開催した12月の金融政策委員会（ＭＰＣ）で政策金利の0.5％での据え置きと資産買い取り（量的緩和）残高の2000億ポンドでの維持を決めた。政策金利の据え置きは21カ月連続、2009年３月に導入した量的緩和も今年１月に残高が2000億ポンドに達した後、増枠を見送っている。

　今回のＭＰＣは政策変更がなかったことから声明文は公表されず、議事内容、票決結果は12月22日の議事録を待たなければならない。前回の票決では、据え置き派はＭＰＣの９人の委員のうちキング総裁を含む７人で、センタンス委員は６月から６カ月連続で0.25％の利上げに、ポーゼン委員は10月、11月と500億ポンドの量的緩和拡大に票を投じ、票決は３つに割れている。

インフレリスクはバランス、だが不確実性は高い
　四半期に一度見直されるＢＯＥの「インフレ報告」11月号の見通しでは、2000億ポンドの量的緩和の残高維持と2011年後半以降の極めて緩やかな利上げという想定で、インフレのリスクを「バランス」とし、８月時点の「目標を下回

る可能性がわずかに高い」から上方修正した。インフレ率は、目標を１％以上上回る水準で推移し続けているが、「インフレ報告」では、余剰能力が残るため、国内のインフレ圧力は弱く、物価の押し上げ要因となっている景気対策終了による付加価値税率の引き上げや過去のポンド安に起因する輸入物価の上昇圧力が剥落すれば、インフレ目標に向けて鈍化すると見ている。しかし、ピークアウトのタイミングや鈍化の度合いは「極めて不確実」としている。
　2011年度には４年間で累計約810億ポンド（約10兆円）の大規模な歳出削減がスタートするため、需要が冷え込み、余剰能力がさらに拡大するおそれがある一方、輸入インフレの持続や、12月の一部公共料金の引き上げ、2011年初の付加価値税率引き上げの影響で、インフレ率の上振れ期間がさらに長期化し、インフレ期待が本格的に上向くリスクもある。







	　11月の現状判断ＤＩは、前月比3.4ポイント上昇の43.6となり、４か月ぶりに上昇した。

　家計動向関連ＤＩは、新車販売の落ち込みが引き続きみられるものの、家電エコポイント制度の変更に伴うテレビ等の駆け込み需要や気温の低下に伴う冬物衣料の動き等により、上昇した。企業関連動向ＤＩは、原材料価格の上昇や受注単価の下落に伴う採算悪化への懸念がみられるものの、電気機械や一般機械といった一部の業種に受注増がみられること等から、上昇した。雇用関連ＤＩは、正規職員の採用を中心に企業の慎重な態度が続いているものの、製造業を中心に求人の動きがみられること等から、上昇した。

　11月の先行き判断ＤＩは、前月比0.3ポイント上昇の41.4となり、２か月ぶりに上昇した。

　先行き判断ＤＩは、家電エコポイント制度の変更に伴う駆け込み需要の反動への懸念等から、家計動向関連部門では低下したが、円高等を背景とした先行き懸念が弱まったこと等により、企業動向関連部門及び雇用関連部門では上昇した。

　以上のことから、今回の調査結果に示された景気ウォッチャーの見方は、「景気は、これまで緩やかに持ち直してきたが、このところ弱い動きがみられる」とまとめられる。




　３か月前と比較しての景気の現状に対する判断ＤＩは、43.6となった。家計動向関連、企業動向関連、雇用関連のすべてのＤＩが上昇したことから、前月を3.4ポイント上回り、４か月ぶりの上昇となった。また、横ばいを示す50を44か月連続で下回った。　
図表１　景気の現状判断ＤＩ


図表２　構成比

図表３　景気の現状判断ＤＩ


　２～３か月先の景気の先行きに対する判断ＤＩは、41.4となった。家計動向関連のＤＩは低下したものの、企業動向関連、雇用関連のＤＩが上昇したことから、前月を0.3ポイント上回り、２か月ぶりの上昇となった。また、横ばいを示す50を42か月連続で下回った。
図表４　景気の先行き判断ＤＩ


図表５　構成比
図表６　景気の先行き判断ＤＩ


企業経営情報レポート

社内・社外の意思疎通を高める！
管理者のコミュニケーション力強化法


　　　　　　　意思疎通とＥＳ・ＣＳの関係
　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　　　　相手が話したくなる「話の聴き方」
　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　　　　本質に迫る上手な「質問の仕方」
　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　　　　相手が共感する「話し方」
　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・





　企業を取り巻く経営環境は依然として厳しい状況が続いています。

　経済成長が横ばい、あるいはマイナス成長下で自社の業績を上向きにするためには、相当の努力が必要です。

　ここで中小企業が取るべき施策は、価格以外における差別化です。差別化の中で、最も資金がかからず、効果を出せるのがサービス力の強化です。そして、サービス力強化の基礎となるのが、顧客の要望を汲み取るコミュニケーション力です。

　本レポートでは、コミュニケーション力強化の基本スキルを紹介します。管理者が社内で部下に対してコミュニケーションスキルを活用することにより、部下のモチベーションを高めることができます。また、部下に教えることにより、部下の顧客対応力を高めることにも役立ちます。


　管理者の立場を一番よく表している定義は「人を通して仕事をする人」というものです。

　したがって、私たち管理者は部下・後輩の「能力」と「やる気」をいかに高めて、会社の業績向上につなげていくか、ということに力を注がなくてはなりません。

　そして、組織が有効に機能するための３つの要素として、次の３つが挙げられます。







　組織ベクトルを合わせるためには、全員が共有できる目標や目的が必要です。また、その目標の達成に自分も役に立ちたいという貢献意欲や高いモチベーションが重要です。

　そして、貢献意欲を引き出すための基礎となるのがコミュニケーションです。

　ここ数年「クレド」がもてはやされていますが、「クレド」の基本にあるのがこのような考え方なのです。組織内のコミュニケーションが円滑になると、お互いの信頼関係が高まり、組織に対する貢献意欲が高まるのです。これは、ＥＳ（従業員満足）を重視する経営の根底となる考え方でもあります。このような意味において、管理者が組織内のコミュニケーションの円滑化に積極的に取り組む必要があるといえます。

　コミュニケーションの基本は会話です。そしてその会話の中で最も重要なのが、話の聴き方です。高い成績を挙げる営業マンの多くは、そんなに話し上手ではありません。「なんでこんなにおとなしい人がトップ営業マンなんだろうか？」と思うような人が多いのです。

　上手なコミュニケーションの基礎となるのは「話す」ことよりも、「聴く」「訊く」ことで、「話し上手は聴き上手」なのです。


　実際には、相手との類似点を即座に見つけることは容易ではありません。それでは、「類似性の法則」を用いて相手のバリアーを取り除き、信頼関係を構築するにはどのようにすれば良いのでしょうか。

　答えは意識的に類似点を創り上げることです。そのテクニックが「ペーシング」です。

　ペーシングとは、相手の歩調に合わせることです。

	相手　「やっぱり冬のスポーツといえばスキーだよね」
自分　「そうですね。スキーは最高ですよね……」


　このように、ペーシングすることによって相手と類似点を増やしていけば良いのです。実際にスキーができなくても構いません。スキーに興味を持っていることを示しても立派なペーシングになります。

　逆に、ペーシングせずにお客様の話の腰を折ることを「ディスペーシング」と言います。

	相手　「やっぱり冬のスポーツといえばスキーだよね」
自分　「そうですかねー。寒い冬は家で暖かい鍋物が一番だと思うんですけど」


　相手の立場で考えれば、このように言われると面白くないはずです。このようなことは、社内でも社外でも起こりがちなことです。

　また、相手の考えを無視して自分の言いたいことだけを言うのもディスペーシングとなります。いつも自分のペースで仕事をしていても、人間としての幅は広がりません。まずは、相手を知ることからペーシングは始まります。ペーシングにより人間としての幅が広がります。


　「聴く」スキルと同様に重要な要素として、「質問」のスキルがあります。

　質問を上手にできれば、相手の要望や本音、感情を引き出すことができます。


　質問には上手い質問と下手な質問があります。

　上手い質問は、相手が答えやすく、自分の望む答えが得られる質問です。一方、下手な質問は、相手が答えにくく、自分の望む答えが得られない質問です。闇雲に相手に質問しても、結果は得られません。

　したがって、事前に質問する内容を吟味しなければなりません。

　以下に、代表的な質問を６つ紹介します。（1）と（2）、（3）と（4）、（5）と（6）はそれぞれ対になっています。それぞれの特徴を覚え、意識的に使い分けてみてください。

	（1）オープン質問（拡大問題）
	（2）クローズド質問（限定質問）

	（3）直接質問
	（4）間接質問

	（5）関連質問
	（6）並列質問


（１）オープン質問（拡大問題）
「何が」「どのように」「なぜ」といった言葉で始まる質問のことです。どのような答えが返ってくるかは分かりません。自由回答式の質問といえます。

	「この点についてはどのようにお考えですか？」
「どのようなところが問題だと考えますか？」
「なぜその点を重要視するのですか？」


　オープン質問のメリットとしては、一言では答えられない回答を得ることができるため、「より多くの情報を入手できる」「口数の少ない人に話をさせることができる」「本音に近い回答を得る事ができる」といったことが挙げられます。

　一方、開かれすぎた質問は逆に答えにくくなるため、注意が必要です。
　また、「なぜ」と聞かれると人は考え始めます。本音に近い回答が期待できますが、同時に、人間は「なぜ」と聞かれると反射的に防衛する傾向があります。つまり、「いいわけ」的な回答になる場合があるということです。それは、私たちは子供の頃から「なぜ」の後に、次のような否定的な言葉を多く聞いてきたからです。

「なぜ兄弟喧嘩するの？」「なぜ言うことを聞けないの？」「なぜ勉強しないの？」

　同じように、相手も「なぜ」と聞かれた瞬間にバリアーを張ってしまい、その後の言葉は聞き流してしまうのです。ところが、「なぜ」を別な言葉で言い換えることにより、回答を得やすくすることができます。

	なぜ時期を重要視されるのですか？
　→ 「時期が早いと、どのようなメリットがありますか？」

なぜこの仕事をやりたくないのですか？
　→ 「この仕事をやるとどんな問題が起こりそうですか？」


（２）クローズド質問（限定質問）
　簡単に「ＹＥＳ」「ＮＯ」で答えられる質問です。または端的に答えることができる質問です。

	「この解決策で問題ないですか？」
「今回のミスの原因は不注意ですよね?」
「ＡとＢどちらですか？」


　クローズド質問のメリットとしては、「率直に『ＹＥＳ』『ＮＯ』を引き出すことができる」「時間の短縮が図れる／物事を速く進めることができる」「口の重い人に話すきっかけを作ることができる」といったものが挙げられます。

　一方、デメリットとしては、自分自身が相手の答えを限定しているので、それ以外の情報は入ってこなくなり、他の関連情報が収集しにくくなるということが挙げられます。

（３）直接質問

　単刀直入に求める答えを聞く質問です。

	「ご家族は何人ですか？」
「どのくらいの期間でお考えになっていますか?」
「この件については、どなたが決定をされるのですか？」


　メリットとしては、「わかりやすく、コミュニケーションミスが起こらない」「事実や情報を集めやすくなる」といったものが挙げられます。一方、相手は質問ではなく‘詰問’と感じてしまうこともありますので、会話の初期段階では注意が必要です。さらに、シビアな問題は答えにくくなります。


経営データベース

経営維持のために行う雇用調整トラブルを回避するうえで知っておくべきこと


■雇用調整を計画する前にすべきこと　

雇用環境の悪化により、働く人は「自分の身は自分で守る」という意識を強く持つようになった昨今。企業の人事制度も成果や会社への貢献度を重視したものに変貌し、働く人のキャリア開発施行が高まると同時に、雇用関係の中での個人の権利意識・法律意識が高まってきています。

このような情勢の中、企業としては社員とのトラブルを避けるためにも、問題が発生しやすい雇用調整等に対するしっかりとした知識を持っていなければなりません。

雇用調整とは、「従業員との雇用関係を解消する、または雇用条件を現状より引き下げる変更を行うこと」です。そしてこれは主に企業の業績が停滞・悪化した場合等、人件費を削減しなくてはならない状況のときに行う人事施策になります。これは、雇用そのものの抑制や、社員の給与・賞与を減額することを示します。従来の雇用条件をマイナス方向に調整することですから、社員にとっては十分な理由がなければこれを受け入れることはできませんし、合理的な方法でなくてはトラブルを引き起こす元になってしまいます。

雇用調整を計画する段階に入る前に、行っておかなければならない事項として次のようなものがあります。
	①人件費および人員数の正確な把握と予測　　　②雇用調整を回避するための最大限の努力

③雇用調整実施後の会社の状況を予測する　　　④人事制度の見直し


■雇用調整の種類

雇用調整の種類としては、次のようなものが挙げられます。

	●残業規制　　　　　　　　　　　　　　●休日・休暇の増加　　　　　　　●非正社員の再契約停止、解雇

●新規・中途採用の抑制、停止　　　　　●賞与、給与、手当ての減額　　　●出向　　　　　　　　　　　　　　

●一時帰休　　　　　　　　　　　　　　●希望退職者の募集　　　　　　　●退職勧奨

●整理解雇　　等


雇用調整は、人員数は削減しないで一人あたりの作業単価を減少させることによって人件費全体の削減を行う施策と、社員数の削減を目的とした施策とに大別することができます。企業の経営状況によって使い分けられますが、経営状況悪化の度合いにしたがって「人件費削減」から「人員削減目的」の施策へとシフトしていくのが一般的です。

雇用調整は、さらに目的によって４段階に分けることができます。つまり、企業の状況に応じてとるべき施策のレベルが変わってくるのです。各段階に応じた雇用調整施策は次のようになります。

【雇用調整施策の４段階】

	レベル１　　人件費上昇の抑制

採用の抑制、昇給額の減額、賞与の減額、残業時間の短縮　等

レベル２　　人件費の削減

採用の停止、給与・賞与のカット、出向、転籍の促進、非正社員雇用の縮小　等

レベル３　　人件費の大幅削減

希望退職の募集、退職勧奨の実施　等

レベル４　　強制的な人件費削減

整理解雇の実施


経営データベース 

整理解雇を断行しなければならない際の注意点


■「整理解雇」と「退職勧奨」の違い　　

　経営上の都合で社員数を削減しなければならない場合、社員に会社を辞めてもらうには大きく分けて２つの方法があります。１つは「整理解雇」でもう１つは「退職勧奨」です。これらを混同している経営者が多いようですが、この２つには法律上の取り扱いにおいて大きな違いがあります。

（１）整理解雇

経営者が社員に対して一方的に労働契約の解約を言い渡すことを指します。これは問答無用の「クビ」を示しますが、後述するようにそれには法律上の規制が多々あります。

（２）退職勧奨

経営者から「辞めてもらえないか」と依頼をされた社員が「それならば辞めます」と合意の上で退職届けを提出して辞めることをいいます。退職勧奨には法律上の規制がありません。いつでも、どのような理由があっても、誰に対しても経営者は自由に退職勧奨を行うことができます。なぜならば、整理解雇には強制力がありますが、退職勧奨には強制力がないからです。

退職勧奨を行う際、以下の点に留意して慎重に行いましょう。

	①絶対に退職を強要してはならない
勧奨する側が「少々厳しい言葉を使ったかもしれない」程度に思っていたとしても、受ける側は「脅迫された」と認識してしまうこともあるのです。退職強要にならないよう、注意しなければなりません。

②待遇の良い退職条件を設定する
退職勧奨の場合は、個別に退職条件を設定することになります。さまざまな退職条件がここでは考えられますが、できるだけ対象者にとって待遇の良い条件を設定するのが好ましく、トラブルを防ぐためには重要なことになってきます。

③解雇権の濫用は絶対に避ける
民法の契約自由の原則からは、経営者は従業員の解雇を自由にできそうですが、従来の判例上は、「客観的で合理的な理由がない」と解雇権の濫用として、解雇が無効になります。


■整理解雇に必要な４要件を満たす
　整理解雇を行う上では、４つの条件を満たしていることが求められ、それらの条件を「整理解雇の４要件」といい、次の要件を満たしていないと、「解雇権の濫用」として解雇が無効とされる可能性が高くなります。
	●人員削減の必要性　　　●十分な説明の実施　　　●解雇回避措置の実施　　　●対象者選定の合理性


■社員を整理解雇する際の手順

　整理解雇回避の最大限の努力を行ったにも関わらず、止む無く整理解雇に踏み切らなくてはならない場合、次に挙げる項目の順に行っていかなければなりません。
	①解雇基準の決定　　②解雇実施の発表　　③解雇者の人選　　④解雇の予告

⑤解雇辞令の交付　　⑥退職金の支払い　　⑦退職手続き
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